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海を身近に！ 
NPO 法人日本障害者セーリング協会と国土交通省は 

『海の障害者設備指針』の作成に協力して取り組みます 
 
２０２０年東京オリンピック・パラリンピックの開催に向けて、我が国社会ではバリアフリー、 

ユニバーサルデザインの考え方に基づく施設整備の推進が求められています。 

海のバリアフリー化に向けて、NPO 法人日本障害者セーリング協会では、セーリングを行う障害者

等の目線から新たな『海の障害者設備指針』の作成に着手しています。このたび、国土交通省港湾局

及び国土技術政策総合研究所に技術面の検討に関する専門家の参画や技術的検証等について協力を

要請し、同指針の作成を協働して行うこととなりました。 

この指針に基づく施設整備が進められることにより、誰にとっても、海がより身近なものとなっ

ていきます。 

 
NPO 法人日本障害者セーリング協会では、まだバリアフリーの観念が薄かった１８年前に「階段 

ではなくスロープを」というところから、ヨットをはじめとするプレジャーボートの施設整備を  

進めてもらうことを目的として、平成１０年４月に「マリーナ障害者用設備指針」を発行し、バリア

フリーの普及に努めてきました。 

その後、平成１８年には「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」が制定され、

さらに、東京オリンピック・パラリンピック大会に向けて、平成２９年より我が国を舞台とする国際

レベルの競技大会等の開催も決定しており、誰もが使いやすい設備の充実が求められています。  

本協会では、これまで培ってきた豊富な経験とＩＰＣ（国際パラリンピック委員会）のアクセシビ

リティガイドを参考に、国土交通省港湾局及び国土技術政策総合研究所と協力（技術的検証、専門家

の参画や関係者への周知等）して、障害者が自立行動できるように合理的配慮を踏まえた誰もが  

利用しやすい新しい設備指針の作成を目指していきます。 

現在、本協会の「海の障害者設備研究会」（部会長志田裕之）において、「マリーナ障害者用設備 

指針」の内容の改定・拡充を図る観点から検討しており、『海の障害者設備指針』として平成２９年

夏頃に発行する予定です。 
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NPO 法人日本障害者セーリング協会 新指針検討体制図 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 
 
            
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２／２ 

NPO 法人日本障害者セーリング協会 

支援会員、支援企業、ボランティア会員、ネットワーク会員 

各委員会、各研究部会 

公益財団法人日本障害者スポーツ協会 

日本パラリンピック委員会 

公益財団法人日本セーリング連盟 

社会福祉協議会 

その他障害者関係団体 

加盟 

会員 

加盟団体 

セーリング団体、障害者団体、 

ヨットクラブ、福祉団体、 

任意団体等で会則、会計の有る団体 

団体加盟 

加盟会員 

 

情報 

指導 

助言 

推薦 

情報 

協業 

助言 

推薦 

行政 

国土交通省港湾局 

国土技術政策総合研究所 

技術的 

助言等  

障害者政策 

障害者基本法 

障害者差別解消法 

バリアフリー新法 等 

 

障害者のスポーツ/スポーツ福祉 

 

問い合わせ先 
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khc03073@nifty.com ０３－３６２７－８９８９ 

設備研究部会 志田 裕之 

事務局    大塚 勝 

一般社団法人 
日本マリーナ・ビーチ協会 

協力 

 


